
様式第１ 

減 免 申 請 書 

 

令和 ２年 ９月 １日  

 

 三重県林業研究所長 宛て 

 

申請者 住 所 津市白山町二本木３７６９－１ 

                   名称又は氏名 株式会社林業研究所 三重事業所 

                   代表者氏名 所長 三重 太郎 

 

 三重県試験研究機関関係工業等に係る設備等使用料及び試験等手数料条例施行規則（以下、「規

則」という。）附則第４項の規定により、下記の書類を添えて減免申請します。 

 

記 

（添付書類） 

 ・申告書 １部 

  （規則附則第４項の規定により減免申請書を提出し、減免を受けたことがある者にあっては、

提出の際に添付した申告書の写しで可） 

 

以上 

 

記 載 例 

依頼書の日付と同一としてく

ださい 

依頼書の記載内容と同一としてく

ださい 

「減免申請書」 

    ・・・「依頼書」に記載の内容と同一のものを記載してください。 

「申告書」 

    ・・・＜減免申請書に記載した“名称又は氏名”が 
本社でない（例：●●工場、●●事業所）の場合＞ 

        「申告書」に記載する“名称又は氏名”、“代表者職名”、“代表者名”は 
        本社のものを記載し、代表者印を押印してください。 
 
       ＜減免申請書に記載した“名称又は氏名”が本社の場合＞ 
        「減免申請書」の記載の内容と同一のものを記載してください。 



様式第２                申 告 書 

○ 申請者の住所又は事業所の所在地が県内であること （該当する箇所に☑又は記載） 

住所 (申請者の住所が三重県内の場合) 

(申請者の住所が三重県外の場合） 

☑ 申請者の住所と同じ 

三重県内の事業所の所在地： 

○ 申請者が中小企業等経営強化法（平成11年法律第18号）第２条第１項に規定する中小企業者であるこ

と （該当する箇所に☑） 

上の記載内容は事実と相違ありません。 

 令和 ２年 ８月３１日 

申請者 名称又は氏名  株式会社林業研究所                                                         
 

      代表者 職名 代表取締役        氏名 三重 太郎         印 

注）法人にあっては、「代表者印」を押印すること（社印は不可）。 

 

              種 別 

業 種 

中小企業者 
（下記のいずれかを満たすこと） 

資本金の額 
又は出資の総額 

常時使用する 
従業員の数 

☑ 製造業 
□ 建設業 
□ 運輸業 

☑ ３億円以下 ☑ ３００人以下 

□ 卸売業 □ １億円以下 
□ １００人以下 

□ サービス業 
□ ５千万円以下 

□ 小売業 □ ５０人以下 
□ ゴム製品製造業（自動車又は航空機用タイヤ及びチュー

ブ製造業並びに工業用ベルト製造業を除く。） 
□ ３億円以下 □ ９００人以下 

□ ソフトウェア業又は情報処理サービス業 □ ３億円以下 □ ３００人以下 
□ 旅館業 □ ５千万円以下 □ ２００人以下 
□ その他の業種 □ ３億円以下 □ ３００人以下 
□ 中小企業等経営強化法（平成11年法律第18号）第２条

第１項第６号から第８号のいずれかに該当するもの 
（以下のいずれかに☑してください。） 

  

 

□ 企業組合  □ 協業組合  □ 事業協同組合、事業協同小組合、協同組合連合会 
□ 水産加工業協同組合及び水産加工業協同組合連合会 
□ 商工組合及び商工組合連合会  □ 商店街振興組合及び商店街振興組合連合会 

□ 生活衛生同業組合、生活衛生同業小組合及び生活衛生同業組合連合会であって、その直接又は間接の構成員の三分の二以上が五千万円（卸売

業を主たる事業とする事業者については、一億円）以下の金額をその資本金の額若しくは出資の総額とする法人又は常時五十人（卸売業又はサ

ービス業を主たる事業とする事業者については、百人）以下の従業員を使用する者であるもの 

□ 酒造組合、酒造組合連合会及び酒造組合中央会であって、その直接又は間接の構成員たる酒類製造業者の三分の二以上が三億円以下の金額を

その資本金の額若しくは出資の総額とする法人又は常時三百人以下の従業員を使用する者であるもの並びに酒販組合、酒販組合連合会及び酒販

組合中央会であって、その直接又は間接の構成員たる酒類販売業者の三分の二以上が五千万円（酒類卸売業者については、一億円）以下の金額

をその資本金の額若しくは出資の総額とする法人又は常時五十人（酒類卸売業者については、百人）以下の従業員を使用する者であるもの 

□ 内航海運組合及び内航海運組合連合会であって、その直接又は間接の構成員たる内航海運事業を営む者の三分の二以上が三億円以下の金額を

その資本金の額若しくは出資の総額とする法人又は常時三百人以下の従業員を使用する者であるもの 

□ 技術研究組合であって、その直接又は間接の構成員の三分の二以上が法第二条第一項第一号から第七号までに規定する中小企

業者であるもの 

※県担当者確認印 

下記の住所が三重県内の場合は☑を、

三重県外の場合には三重県内にある事

業所の所在地を記載してください 

業種のうち、いずれかに☑を入れ、そ

の右側のいずれかで該当する箇所に☑

を入れてください。 

申告書の作成日を記載してください。 

法人の場合は法人名（企業全体のもの

（工場、事業所等は不可）。）を、個人の

場合で屋号がある場合は屋号を、屋号が

ない場合は個人名を記載してください。 

法人の場合は「代表取締役」等、 

個人の場合は、空欄で可。 

法人の場合には、丸印

を押印してください


